
内部統制基本方針 
 

（１）取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

・取締役会は、取締役の職務の執行を監督し、善良なる管理者としての注意義務・忠実義務の履行状況の確保や

違法行為等の阻止に取り組む。 

・取締役の職務執行状況を、監査役は監査役会の定める監査基準、監査計画に従い、監査する。 

・市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対し、毅然とした態度で対応することとし、倫理行動規

範により徹底を図る。 

・財務情報の適正性を確保し、信頼性のある財務報告を作成・開示するために、必要な組織・社内規程等を整備

する。 

 

（２）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

・取締役の職務の執行に係る文書その他の情報は、必要な社内規程等を整備・運用することで、適切に作成、保

存、管理する。 

・取締役の職務の執行に係る文書その他の情報を含め、機密情報については、必要な社内規程等を整備・運用す

ることで、適正な取扱いを行う。 

・重要な会社情報を適時かつ適切に開示するために、必要な組織・社内規程等を整備する。 

 

（３）損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

・当社のリスクマネジメントの対応施策を審議する機関としてサステナビリティ委員会を設置するとともに、当

社及び子会社を対象としたリスクマネジメントに関する規程の策定、リスク評価及びその対応のモニタリング

体制構築を行うリスクマネジメント統括部門を設置する。 

・個別の重要リスクについては担当部門を明確にし、当該部門がリスク低減活動に取り組む。 

・個々のリスクに対する部門別のリスクマネジメント活動を統合的に管理するために、必要な社内規程等を整

備・運用する。 

・重大な危機が発生した場合には、社内規程等に基づき、社長執行役員を本部長とする緊急対策本部を設け、損

害・影響を最小限にとどめる。 

 

（４）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

・取締役会規則、決裁規程等を整備し、取締役会、社長執行役員、部門長の権限を明確化することで、権限委譲

と責任の明確化をはかる。 

・取締役会決議事項については、審議手続き、内容の適正を担保するため、事前に経営会議等において十分な審

議を行う。 

・中期経営計画及び年度予算を定めるとともに、当該計画達成のため、目標管理制度等の経営管理の仕組みを構

築する。 

 

（５）使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

・当社のコンプライアンスに係る施策を審議する機関としてサステナビリティ委員会を設置するとともに、当社

及び子会社を対象とした倫理行動規範の整備、教育を行うコンプライアンス統括部門を設置する。 

・会社の信頼・信用を損なうような違法行為或いはその恐れがある場面に遭遇したときに、情報を直接通報でき

る内部通報窓口を社外の第三者機関に設置し、監査役及び社長執行役員へ直接情報を提供する体制を設ける。 

・市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対し、毅然とした態度で対応することとし、倫理行動規

範により徹底を図る。 

・財務情報の適正性を確保し、信頼性のある財務報告を作成・開示するために、必要な組織・社内規程等を整備

する。 

 

（６）当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

・各子会社の管轄部門、子会社管理に関する責任と権限、管理の方法等を当社のグループ会社管理規程、決裁規

程等により定める。 

・業務活動の適正性を監査する目的で、社長執行役員直轄の内部監査部門を当社に設置し、当社及び子会社に対

する監査を行う。主要な子会社においても、内部監査機能を設置し当社の内部監査部門と連携して、部門及び

子会社に対する監査を行う。 

・国内子会社には、原則として取締役会及び監査役を設置し、海外子会社については、現地の法令に従い、適切



な機関設計を行う。 

・子会社の取締役のうちの１名以上は、原則として当該子会社以外の当社グループに属する会社の取締役、執行

役員または使用人が兼務するものとする。 

・当社の財務報告を統括する部門は、各子会社の財務情報の適正性を確保するための指導・教育を推進する。 

 

（７）当社の子会社の取締役、業務を執行する社員その他これらの者に相当する者（取締役等）の職務の執行に関わ

る事項の当社への報告に関する体制 

・当社グループ会社管理規程において、子会社の取締役等に対し、その財務状況その他の重要な情報について、

当社への報告を義務づける。 

・重要な子会社の取締役等に対し、その業務執行について、当社の経営会議等で定期的に報告を求める。 

 

（８）当社の子会社の損失の危険の管理に関する規定その他の体制 

・当社のリスクマネジメント統括部門は、当社及び子会社を対象としたリスクマネジメントに関する規程を策定

し、リスク評価及びその対応計画・実績をモニタリングする体制を構築する。 

・当社のリスクマネジメント統括部門は、各子会社のリスクマネジメントへの取組みに関し、指導・教育を推進

する。 

・当社及び子会社における重大事案の発生時に、当社が迅速かつ的確に対応し、被害を最小限に止めるために必

要な行動基準を社内規程等に定める。 

 

（９）当社の子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

・子会社において取締役会規則、決裁規程等を整備し、意思決定プロセス及び責任と権限の明確化を図る。 

・グループ中期経営計画及び年度予算を策定する。 

・当社及び子会社で共通の経営管理システムを導入する。 

・当社及び主要な子会社の業務執行役員で構成するグローバルエグゼクティブ委員会を定期的に開催し、グルー

プ経営方針についての情報共有と重要課題への対応方針を審議する。 

 

（１０）当社の子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

・当社のコンプライアンス統括部門は、当社及び子会社を対象とした倫理行動規範を整備し、子会社に対する教

育を推進する。 

・当社のコンプライアンス統括部門は、各子会社のコンプライアンスへの取組みに関し、指導・教育を推進する。 

・当社及び子会社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対し、毅然とした態度で対応するこ

ととし、倫理行動規範により徹底を図る。 

・当社及び子会社は、財務情報の適正性を確保し、信頼性のある財務報告を作成・開示するために、必要な組

織・社内規程等を整備する。 

・当社の内部監査部門は、子会社の内部監査機能と連携し、子会社の法令等遵守体制に対する監査を行う。 

・当社の監査役は、監査役会の定める監査基準、監査計画に従い、子会社の取締役の職務執行状況、内部統制、

リスク管理、コンプライアンスへの取組み、財産の管理状況等について、監査を行う。 

 

（１１）監査役の職務を補助すべき使用人を置くことに関する事項 

・監査役の職務を補助すべき部門として監査役室を設け、専任の使用人を配置する。 

 

（１２）監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項 

・監査役の職務を補助すべき使用人への指揮命令権は各監査役に属することを社内規程に定める。 

・監査役の職務を補助すべき使用人の人事異動及び懲戒処分については、事前に監査役会の同意を必要とする。 

 

（１３）監査役の職務を補助すべき使用人に対する監査役の指示の実効性の確保に関する事項 

・監査役の職務を補助すべき使用人は、他の業務執行にかかる役職を兼務せず、監査役の指揮命令のもとに職務

を遂行し、その人事評価については監査役の意見を踏まえ行う。 

 

（１４）取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制 

・取締役及び使用人は、取締役または使用人の職務の遂行に関する不正行為、法令または定款に違反する事実及

び会社に著しい損害を与える恐れのある事実については、その重要性及び緊急性に応じ、監査役に報告する。 

・取締役及び使用人は、監査役の求めるところに従い、次の事項を定期的もしくは必要に応じて監査役に報告す



る。 

-内部統制システムの構築、運用に関する事項 

-内部監査部門が実施した内部監査の結果 

-内部通報制度の運用、通報状況 

 

（１５）当社の子会社の取締役、監査役、業務を執行する社員その他これらの者に相当する者及び使用人又はこれら

の者から報告を受けた者が監査役に報告をするための体制 

・子会社の取締役、監査役、執行役員、使用人及びこれらの者から報告を受けた者は、当社及び子会社の取締役

または使用人の職務の遂行に関する不正行為、法令または定款に違反する事実及び会社に著しい損害を与える

恐れのある事実があると認めた場合は、その重要性及び緊急性に応じ、当社の監査役に報告する。 

・子会社の取締役、監査役、執行役員、使用人及びこれらの者から報告を受けた者は、当社の監査役の求めると

ころに従い、次の事項を定期的もしくは必要に応じて当社の監査役に報告する。 

-業務執行に係る事項 

-国内子会社の監査役が実施した監査の結果 

-当社内部監査部門が実施した内部監査の結果 

-コンプライアンス、リスク管理等の状況 

 

（１６）前項の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制 

・前項の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを社内規程に定める。 

 

（１７）監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続きその他の当該職務の執行について生ずる

費用又は債務の処理に関する方針に関する事項 

・監査役の職務の執行について生ずる費用等を支弁するため、毎年、一定額の予算を設ける。 

・監査役から会社法第388条に基づく費用の前払い等の請求があった場合は、速やかに当該費用または債務を処理

する。 

 

（１８）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

・代表取締役は、定期的に監査役と意見交換会を開催する。 

・経営会議、サステナビリティ委員会、執行役員会等、重要な会議には、監査役は出席する。 

・内部監査部門長の人事異動及び懲戒処分については、事前に監査役会の同意を必要とする。 

・内部監査部門は、実施する内部監査計画について、監査役に事前に説明する。 

・経営会議、その他監査役会が指定する会議体の議事録及び決裁書を監査役が閲覧できる状態を維持する。 

・監査役会が必要と認める場合、監査業務について外部専門家による支援を確保する。 


